予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：科学技術振興費
	事業名:新 　国際化に対応した強い農林業展開プロジェクト事業費


　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　総合企画部 研究開発課 研究開発係　電話番号：058-272-1111（内2484）

　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11162@pref.gifu.lg.jp
	事業費：


　要求額：15,000千円（前年度予算額：　0千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　国際情勢は、ＴＰＰをはじめ、例外なき関税撤廃に向けた動きが活発化しています。このような状況に対応するため、｢安全・安心｣な県農産物の特徴を活かし、｢成長産業｣としての農業の再構築を目指すため、試験研究機関が結集して、課題解決のための研究に取り組みます。
【高品質化】
　　●輸出を前提とした海外展開に必要な技術開発
　　・カキにおける輸出用長期貯蔵技術および品質保持技術
　　・大型マス類の鮮度に関する研究
　　・高品質菌床シイタケの安定生産技術の開発
　　・鉢花の海外展開に向けた種苗保護技術の開発と戦略的品種の育成
　　●「安全・安心・高品質」な差別化商品の開発
　　・ＤＮＡ情報を活用した大ヨークシャー種の繁殖能力と肉質改善に関する研
　　　究
　　●地域資源を活用した６次産業化による高付加価値化
　　・大手企業とタイアップした「宿難（すくな）かぼちゃ」のブランド化及び
高品質安定生産技術の開発
【低コスト化】
　　●大規模生産に対応した技術開発による低コスト化
　　・豚への飼料米給与による低コストな環境負荷低減・差別化豚肉生産技術の
開発
●超多収技術による生産物当りコストの低減
・国際化に対応した革新的栽培技術の開発によるホウレンソウの生産量増大
	２　所要経費


（１）賃金・共済費 1,962千円

（２）旅費　　　　   911千円
（３）需用費　　　 7,625千円（消耗品費6,869、修繕料他756）
（４）役務費　　　   952千円
（５）委託料　　　 1,190千円

（６）使用料及び賃借料　70千円

（７）原材料費　　　 100千円

（８）備品購入費　 2,155千円

（９）負担金　　　　 35千円
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	15,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,000

	決定額
	15,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,000



事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・県民生活の向上に貢献する科学技術の振興を基本目標に掲げる「岐阜県科学技術振興方針（H24～28年度）」に沿って、①次世代産業の育成と地域経済の活性化（モノづくり）、②活力とゆとりのある質の高い県民生活の実現（地域づくり）、③科学技術の担い手の育成（人づくり）を柱に、県民・産業界のニーズに応える研究開発を進めます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進
※関連企業への技術移転
	　－
（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	１１件
（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　アジア太平洋地域を中心に、国際的に経済連携が進む中、国際化に対応できる競争力の高い農産物を生産・流通・販売できる技術の開発が急務であるため、本事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県では、農政部が策定した「ぎふ農業・農村基本計画（H23～H27）」の５つの基本方針の中で、「①売れる農産物づくり」「②戦略的な流通・販売」を掲げており、これらを実現するための技術開発を行うことが緊急の課題となっています。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　生産者、団体等への要望調査及び有識者ヒアリングを通じて得られたニーズに基づき、課題解決のための新たな研究課題に取組みます。




